
 

 

 

第２回 早岐川水系流域治水協議会 

 

議 事 次 第 

 

 

日 時：令和４年５月３１日（火）14:00～15:00 

    ※Web会議 

 

１．開会 

 

 

2．議事 

 

1）流域治水について 

2）規約，プロジェクト，ロードマップ，今後のスケジュール 

3）各取組み内容の説明 

4）質疑応答 

 

 

３．閉会 
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氏　名 所　属 代理出席者

朝長　則男 佐世保市長 田中　英隆

堤　雅也 気象庁 長崎地方気象台 次長

村山　弘司 長崎県 県北振興局長 平岡　昌樹

多田　浩之 長崎県 危機管理監

奥田　秀樹 長崎県 土木部長

早岐川水系流域治水協議会 名簿（第２回協議会）
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早岐川水系流域治水協議会 規約 
 

  

 

（設置） 

第１条 「早岐川水系流域治水協議会」（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

 

（目的） 
第２条 本協議会は、令和元年東日本台風をはじめとした近年の激甚な水害や、気候変動 

による水害の激甚化・頻発化に備え、早岐川流域において、あらゆる関係者が協働して 

流域全体で水害を軽減させる治水対策、「流域治水」を計画的に推進するための協議・情報 

共有を行うことを目的とする。 

 

 

（協議会の構成） 

第３条 協議会は、別表１の職にある者をもって構成する。 

２ 事務局は、第１項によるもののほか、協議会構成員の同意を得て、必要に応じて 

別表１の職にある者以外の者の参加を協議会に求めることができる。 

 

 

（幹事会の構成） 

第４条 協議会に幹事会を置くものとし、別表２の職にある者をもって構成する。 

２ 幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、調査、分析、対策等の各種検討・調整を

行うことを目的とし、結果について協議会へ報告する。 

３ 事務局は、第２項によるもののほか、幹事会構成員の同意を得て、必要に応じて 

別表２の職にある者以外の者の参加を幹事会に求めることができる。 

 

 

（協議会の実施事項） 

第５条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。 

２ 早岐川流域で行う流域治水の全体像を共有・検討 

３ 河川に関する対策、流域に関する対策、避難・水防等に関する対策を含む、「流域 

治水プロジェクト」の策定と公表 
４ 「流域治水プロジェクト」に基づく対策の実施状況のフォローアップ 

５ その他、流域治水に関して必要な事項 

 

 

（協議会資料等の公表） 

第６条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、 

個人情報等で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表 

しないものとする。 

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した構成員の確認を 

得た後、公表するものとする。 
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（雑則） 

第７条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な 

事項については、協議会で定めるものとする。 

 

（事務局） 

第８条 事務局は、長崎県土木部河川課に置く。 
 

（附則） 

第９条 本規約は、令和３年３月２４日から施行する。 

  本規約は、令和４年５月３１日改正する。 
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別表 １ 

 

佐世保市長 

長崎県 危機管理監 

長崎県 土木部長 

長崎県 県北振興局長 

気象庁 長崎地方気象台次長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10



別表２  

 

佐世保市 防災危機管理局 次長 

土木部     河川課長 

     都市整備部   都市政策課長 

             建築指導課長 

  農林水産部   農林整備課長 

     水道局     下水道事業課長 

             水道施設課長   

         

長崎県 危機管理監   危機管理課  課長補佐 

 土木部     河川課    課長補佐 

         砂防課    課長補佐 

            都市政策課  課長補佐 

            住宅課    課長補佐 

            建築課    課長補佐 

農林部     農村整備課  参事 

森林整備室  参事 

    県民生活環境部 水環境対策課 課長補佐 

 

長崎県 県北振興局 建設部 河川課長 

          農林部 土地改良課長 

              森林土木課長 

 

気象庁 長崎地方気象台 水害対策気象官 
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地理院地図を使用
※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

凡 例

浸水範囲

（計画規模降雨1/100により浸水が想定される範囲）

県管理区間

早岐川水系流域治水プロジェクト
～早岐川水系の治水対策・急激な水位上昇から自ら身を守る防災・減災対策～

○平成2年7月の大雨では、早岐川の洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、ハード・ソフト両面で対策を進める必要がある。
○以下の取り組みを実施していくことで、概ね100年に1度の確率で発生する規模の洪水を安全に流し、流域における浸水被害の軽減を図るとともに、併せて
ソフト対策を推進することで住民の適時適切な避難行動を促す。

佐世保市

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
① 危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラでの情報配信
② 関係機関と協力した防災教育の促進
③ 関係機関と協力した防災推進員（自主防災リーダー）の養成促進
④ 住民に対する防災意識の普及啓発
⑤ 防災無線等を活用した防災情報の発信
⑥ 要配慮者利用施設の避難確保計画作成・訓練実施の促進
⑦ 洪水、土砂災害のハザードマップの作成・周知
⑧ 防災気象情報の普及啓発

■氾濫をできるだけ防ぐ、減らすための対策
① 二級河川早岐川の整備
② 水源地活用の検討
③ 保安林・民有林の保水能力の機能向上
④ 治山施設等の整備

河川監視カメラ

上原水源池

河道拡幅など

■被害対象を減少させるための対策
① 立地適正化計画の検討
② 市街化調整区域における開発許可の厳格化の検討

早
岐
川→

平成２年７月２日（早岐小前）

平成２年７月２日（旭橋横）
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早岐川水系流域治水プロジェクト　ロードマップ 令和4年5月31日

区　分 対策内容 実施主体
工　程

備　考

短期

（～5年）

中期

（5～15年）

長期

（15年～）

氾濫をできるだけ防ぐ、 ①二級河川早岐川の整備 長崎県

減らすための対策
②水源地活用の検討 長崎県、佐世保市

③保安林・民有林の保水能力の機能向上 長崎県 等

④治山施設等の整備 長崎県 等

被害対象を減少させるための対策 ①立地適正化計画の検討 佐世保市

②市街化調整区域における開発許可の厳格化の検討 佐世保市 令和４年４月１日 改正都市計画法及び条例施行

被害の軽減、早期復旧・復興 ①危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラでの情報配信 長崎県 カメラは令和3年度に早岐川に1箇所設置

のための対策
②関係機関と協力した防災教育の促進 長崎県

③関係機関と協力した防災推進員（自主防災リーダー）の養成促進 長崎県

④住民に対する防災意識の普及啓発 佐世保市

⑤防災無線等を活用した防災情報の発信 佐世保市

⑥要配慮者利用施設の避難確保計画作成・訓練実施の促進 佐世保市、長崎県、長崎地方気象台

⑦洪水、土砂災害のハザードマップの作成・周知 佐世保市

⑧防災気象情報の普及啓発 長崎地方気象台
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R2年度 R3年度 R4年度

早岐川水系 ● ● ●
（佐世保市） 第1回準備会（1月19日） 第1回幹事会 第2回幹事会

↓ （2月19日 Web会議） （7月8日 Web会議）

対象市町との打合せ

(2月5日）

● ●
3月 第1回協議会 第2回協議会

（3月12日付，書面開催） （5月31日 Web会議）

↓

（3月24日付，協議会設置）

早岐川水系流域治水協議会スケジュール

流

域

治

水

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト

公

表

（

６

月

予

定

）

必

要

に

応

じ
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フ
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ロ

ー

ア

ッ

プ
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■氾濫をできるだけ防ぐ、減らすための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

①二級河川早岐川の整備

実施主体
長崎県

洪水を安全に流すための取り組みとして、新川開削のほか河道拡幅や護岸整備を進めていきます。
川幅を拡げることで流れる洪水の量を増やし安全に流下させます。

早岐川

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

氾濫をできるだけ防ぐ、減らすための対策 ①二級河川早岐川の整備 長崎県
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実施主体
長崎県、佐世保市

■氾濫をできるだけ防ぐ、減らすための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

②水源池活用の検討

大雨が予想される場合に事前に水源地の水位を低下できる設備を付加できるかどうかの検討を行う。
事前に水位を低下させることで、雨水を貯留できる容量を確保し、流出抑制に資する活用を検討する。

12 月

15.0m 利水容量　83,000m3

E.L　52.18m　最低水位

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

E.L67.18m

E.L　66.1m　常時満水位

上原水源池

早岐川

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

氾濫をできるだけ防ぐ、減らすための対策 ②水源地活用の検討 長崎県、佐世保市
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実施主体
長崎県 等

■氾濫をできるだけ防ぐ、減らすための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

③保安林・民有林の保水能力の機能向上

保安林・民有林を保全し、森林土壌の働きにより雨水を地中に浸透させることで、流域か
らの流出を抑制し、河道のピーク流量を低減させる対策を進めていきます。

出典）第1回今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 配布資料より

森林整備実施区域

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

氾濫をできるだけ防ぐ、減らすための対策 ③保安林・民有林の保水能力の機能向上 長崎県 等
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実施主体
長崎県 等

■氾濫をできるだけ防ぐ、減らすための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

④治山施設等の整備

治山ダムや山腹斜面対策等の治山施設を整備することにより、流域からの土砂や流木の流
出を抑制し、下流域の河道閉塞や河川の氾濫を低減させる対策を進めていきます。

早岐水系流域内においても、これまでに治山施設の整備が行わ
れていますが、今後も、山地災害危険地区において治山施設等の
整備を計画的に実施していきます。

治山ダム（スリット）

森林整備治山ダム（コンクリート） 地山補強土工

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

氾濫をできるだけ防ぐ、減らすための対策 ④治山施設等の整備 長崎県　等
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実施主体
佐世保市

■被害対象を減少させるための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

①立地適正化計画の検討

災害ハザードを考慮（リスクを避ける）した居住や都市機能誘導区域の設定を検討

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

被害対象を減少させるための対策 ①立地適正化計画の検討 佐世保市
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実施主体
佐世保市

■被害対象を減少させるための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

②市街化調整区域における開発許可の厳格化の検討

都市計画法の改正及び佐世保市都市計画マスタープランを踏まえ、条例で市街化調整区域において
開発許可を行い得る区域等について、災害の防止等の事情を考慮して条例改正を行う。

・佐世保市都市計画区域：旧佐世保市内

・市街化調整区域：市街化を抑制する区域

・条例区域：条例で市街化調整区域において開発許可を行い得る区域

◎条例区域から除外するエリアの検討
・災害危険区域
・地すべり防止区域
・急傾斜地崩壊危険区域
・土砂災害防止法第７条第１項の土砂災害警戒区域
・水防法第１５条第１項第４号の浸水想定区域のうち一定の区域
・その他

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

被害対象を減少させるための対策 ②市街化調整区域における開発許可の厳格化の検討 佐世保市

参考)Ｒ3.12月議会へ条例改正案を提出
⇒ Ｒ4.４.１付け都市計画法の施行に伴い条例施行
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実施主体
長崎県

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

①危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラでの情報配信

危機管理型水位計

早岐川で、常時観測の水位計に加えて、危機管理型水位計1基及び簡易型河川監視カメラを1基設
置し、運用開始しており、視覚情報の配信により避難行動を促す。

常時観測の水位計

簡易型河川監視カメラ

水位情報に加え、画像情報も提供することで、
適時適切な避難判断を促します。

早岐川の監視カメラ画像（スマホ版操作画面）

区 分 対策内容 実施主体 工 程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ①危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラでの情報配信 長崎県
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実施主体
長崎県

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

②関係機関と協力した防災教育の促進

出前講座では、いつ起こるかわからない水害に備え、県などによる防災情報の提供や、自分の身を守る
ための行動について説明を行っています。小学生が使用する補助教材の作成などにも協力しています。

令和2年度 小学校での出前講座の様子

防災カードゲーム
も実施

補助教材作成への協力（長崎市教育委員会）

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ②関係機関と協力した防災教育の促進 長崎県 等
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実施主体
長崎県

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

③関係機関と協力した防災推進員（自主防災リーダー）の養成促進

長崎県防災推進員養成講座の開催状況

（令和元年度）
佐世保会場 10月20日、26日、27日
五島会場 11月23日、24日、30日

（令和2年度）
東彼杵会場 11月21日、22日、23日
平戸会場 12月5日、6日、13日

（令和3年度）
島原会場 1月8日、9日、10日
大村会場 2月11日、12日、13日（中止）

養成講座の状況写真

関係機関と協力、連携した防災学習、防災教育による普及啓発活動を実施

区 分 対策内容 実施主体 工 程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ③関係機関と協力した防災推進員（自主防災リーダー）の養成促進 長崎県
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実施主体
佐世保市

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

④住民に対する防災意識の普及啓発

関係機関や地域と連携し、防災訓練や地区防災計画の策定等を通して、住民の防災意識の向上を
図ります。また、出前講座やホームページ等を活用し、防災情報などの周知を図ります。

・ホームページ等による周知

地区防災訓練の実施 地区防災計画の策定 出前講座

・自主防災組織の結成促進

・自主運営地域避難所の開設促進

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ④住民に対する防災意識の普及啓発 佐世保市
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実施主体
佐世保市

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

⑤防災行政無線等を活用した防災情報の発信

水害等の被害を最小限にするため、避難指示等の防災情報を、防災行政無線等の各種手段を活用し、
地域住民へ迅速かつ確実に発信します。
また、防災情報をより確実に伝達する手段として、戸別受信機（防災ラジオ）を希望世帯へ配付します。

・災害情報配信サービス
放送した内容を携帯電話やスマートフォンに、電子メールでお知らせするサービスです。

防災行政無線

災害時の避難情報などの緊急情報を、市内各所の屋外
スピーカーにて、情報伝達を行います。

戸別受信機（防災ラジオ）

防災行政無線の放送内容を屋内で聞くことができる機器を
希望世帯へ配付することで、より確実な情報伝達を図ります。

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ⑤防災無線等を活用した防災情報の発信 佐世保市

（標準型） （文字表示型）
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実施主体
佐世保市，長崎県、長崎地方気象台

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

⑥要配慮者利用施設の避難確保計画作成・訓練実施の促進

浸水想定区域及び土砂災害警戒区域内に位置する要配慮者利用施設（地域防災計画に位置付
け）の、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施について、関係機関と連携し支援・促進を図ります。

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ⑤要配慮者利用施設の避難確保計画作成・訓練実施の促進
佐世保市、長崎県、

長崎地方気象台
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平成２２年６月
早岐川洪水ハザードマップ（L１）配布

平成２７年５月 水防法改正
対象となる降雨
計画規模（L１）１００年に１回

→想定最大規模（L2）１０００年に１回

令和３年３月
洪水浸水想定区域指定（長崎県）

令和４年５月
早岐川・小森川洪水ハザードマップ（L２）配布

洪水ハザードマップの周知徹底

実施主体
佐世保市

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

⑦洪水、土砂災害ハザードマップの作成・周知

洪水、土砂災害に伴うリスク情報、及び避難に関する情報を住民にわかりやすく提供し、被害の軽減に
努めます。

平成１３年４月
『土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の
推進に関する法律」施行

平成２６年３月
土砂災害警戒区域 及び
土砂災害特別警戒区域指定

（長崎県）

平成２７年６月
土砂災害ハザードマップの配布

（土石流、急傾斜地崩壊）
（早岐地区周辺）

洪水ハザードマップ 土砂災害ハザードマップ

区 分 対策内容 実施主体 工 程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ⑦洪水、土砂災害ハザードマップの作成・周知 佐世保市
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実施主体
長崎地方気象台

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

早岐川水系流域治水プロジェクト

⑧防災気象情報の普及啓発（在留外国人・訪日外国人旅行者に対する防災情報の普及・啓発）

区　分 対策内容 実施主体 工　程

短期（～5年） 中期（5～15年） 長期（15年～）

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 ⑨防災気象情報の普及啓発 長崎地方気象台

ステージ 01

利用実態調査

ステージ 02

電子コンテンツ
提供

ステージ 03

リーフレット
制作・配布

ステージ 04

多言語化の拡充

・関係機関と連携し、外国
人が必要とする防災気象情
報のニーズ調査を実施

・多言語に適した主要
なコンテンツを気象台
HPに掲載

・やさしい日本語リーフ
レット制作配布
・ベトナム語、中国語解
説リーフレット制作配布

在留・訪日外国人の方が防災気象情報を理解し安全な避難行動に結びつける
ための母国語のポイント解説コンテンツ等を制作・配布（提供）することで、
外国の方々を含めた地域全体の防災力を向上させることを目的とする。

・解説リーフレットの
対象国を拡大し充実

令和4年1月12日提供開始！

留学生への聞き取り

令和2年度 令和3年度 令和4年度以降令和3年度

自治体等へ配布中

日本語を含
む15か国
語に対応

28


